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第 1章 人口ビジョン
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１ はじめに

１．人口ビジョンの位置づけ

藤里町人口ビジョンは、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、「藤里町総合戦略」を策定するに

あたり、藤里町の人口動向を分析し将来人口を見通したうえで、まち・ひと・しごと創生の実現に向け

て効果的な施策を展開するための基礎的な資料となるものである。

2015（平成 27）年に策定した人口ビジョンでは、本町における人口の現状を詳細に分析し、人口の動

向に関する認識を共有し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を提示した。

この人口ビジョンは、第 3期まち・ひと・しごと創生藤里町総合戦略の策定にあわせて、最新データ

による時点修正を行うとともに、社会情勢の変化を加味した新たな人口の将来展望を提示するものとし

て位置づける。

２．対象期間

令和元年に改正された国の長期的な人口ビジョンにおいても、人口の長期的展望として 2060（令和

42）年に 1億人程度を確保するとされているが、国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」と

いう。）が令和 5年に行った新たな人口推計において、推計期間を 2050（令和 32）年としていることか

ら、人口ビジョンの対象期間を 2050（令和 32）年とする。

３．人口の現状分析と人口の将来展望

新たな人口ビジョンの策定にあたっては、2016（平成 28）年策定時から、現在までの人口の現状や社

人研が示した新たな人口推計を検証するとともに、藤里町の人口減少やまちづくりに関するアンケート

調査の結果や今後の社会情勢の変化を考察しながら、目指すべき将来の方向性を提示し、将来人口を展

望する。

４．策定の背景

藤里町では、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、町の人口の将来展望を示した「藤里町人口ビ

ジョン」と、その実現のために必要な施策を 5か年戦略として取りまとめた「藤里町まち・ひと・しご

と創生藤里町総合戦略」を 2015（平成 27）年 2月に策定し、2021（令和 3）年 3月には「第 2期藤里町

まち・ひと・しごと創生藤里町総合戦略」を制定し、人口減少対策と地域の活力増進を図ってきた。

国においては、デジタル田園都市国家構想の実現に向けて、令和 4年 12 月に、第 2期まち・ひと・し

ごと創生総合戦略を抜本的に改訂し、2024（令和 6）年度から 2028（令和 10）年度までの 5年間を計画

期間とする「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を策定している。

こうした国の総合戦略を踏まえ、当町においても、国・県の動向を勘案するとともに、これまでの取

組の検証結果を踏まえ、引き続き切れ目のない取組を続けていくため「第 3期まち・ひと・しごと創生

藤里町総合戦略」を策定する。
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１．人口の動向分析と将来推計

１-１．人口の動向

（１） 町の人口動向

町の人口動向として、下表に示す項目を整理・分析した。

表 町の人口動向に関する分析項目と内容一覧

分析項目 内容 データ元

①総人口の推移

②男女別人口の推移

③年齢 3区分別人口の

推移と社人研によ

る推計

過去 35 年程度、1990（平成 2）年以降のデー

タを整理し、その推移と傾向を分析

社人研が令和 5年 4 月に行った新たな人口推

計値を加筆

「国勢調査」

1990（平成 2）年

～2020（令和 2）年

「社人研推計」

2030（令和 12）年

～2050（令和 32）年

④自然増減、合計特殊

出生率

過去 20 年程度の出生数と死亡数の差の傾向、

出生率の動向を分析

「人口動態統計」ほか

1995（平成 7）年

～2022（令和 4）年

➄ 社会増減 過去 10 年程度の転入数、転出数の差の傾向を

分析

「住民基本台帳人口移動

報告」

2009 年（平成 21）年

～2022（令和 4）年
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① 総人口の推移

・1990（平成 2）年より減少が続いており、2020（令和 2）年国勢調査では 2,896人となっている。

・国立社会保障・人口問題研究所(社人研)によれば 2050（令和 32）年には 1990（平成 2）年の約

20％まで減少すると推計される。

図 総人口の推移と社人研による推計

（資料：国勢調査、2025 年以降社人研による新たな人口推計値）

表 総人口の推移と社人研による推計

（資料：国勢調査、2025 年以降社人研による新たな人口推計値：単位：人）

*2025（令和 7）年の数値は住民基本台帳（4月 1日）による
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② 男女別人口の推移

・男女ともに、1990（平成 2）年をピークに減少している。

・1990（平成 2）年から 2015（平成 27）年までの 30年間で男女ともに約 51％減少している。

図 男女別人口の推移（資料：国勢調査）

表 男女別人口の推移（資料：国勢調査 単位：人）

*2025（令和 7）年の数値は住民基本台帳（4月 1 日）による
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③ 年齢 3区分別人口の推移と社人研による推計
・生産年齢人口は 1990（平成 2）年から減少が続いている。2020（令和 2）年には老年人口を下回り、

2050（令和 32）年には 1990（平成 2）年の約 10％になると推計される。

・年少人口は 1990（平成 2）年から減少が続いている。2015（平成 27）年には 300人を下回り、2050

（令和 32）年には 1990（平成 2）年の約 5％になると推計される。

・老年人口は 2015(平成 27)年にピークを迎えた後、減少している。

図 年齢３区分別人口の推移と社人研による推計（資料：国勢調査、2030 年以降社人研推計）

表年齢３区分別人口の推移と社人研による推計

（資料：国勢調査、2030 年以降社人研による新たな人口推計 単位：人）

*2025（令和 7）年の数値は住民基本台帳（4月 1日）による
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④ 自然増減・合計特殊出生率の変化

・出生数は減少傾向、死亡数は暫増傾向にあり、自然減が続いている。

・合計特殊出生率は、減少傾向にあり、近年は１人台前半になっている。

注）合計特殊出生率：その年齢の女子が生んだ子供の数を、各歳の女子人口（15歳から 49歳の

合計）で除して算出して合計したもので、１人の女子が生涯に生む子供の数の目安として用いる。

図 出生数と死亡数、自然増減（資料：人口動態統計）
表 出生数と死亡数・合計特殊出生率（資料：人口動態統計、単位：人）

出展：市町村別人口動態統計
出典：ベイズ推定値：人口動態保健所・市町村別統計・特殊報告
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⑤ 社会増減

・その年により増減の幅にバラつきがあるが、社会減の傾向が続いているものの、2016（平成 28）年

は転入数が転出数を上回り社会増が見られた。

図 社会増減（資料：国勢調査）

表 社会増減数（資料：国勢調査 単位：人）
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（２） 地域間の人口移動状況

地域間の人口移動の状況を把握するため、2020（令和 2）年国勢調査の 5年前の常住地からの移

動状況を整理した。その結果は以下の通り。

(ア)町全体で 5年前と同じところに住んでいる人は約 91％、町内からの移動者が約 4％、県内から

の移動者が約 2％、他県からの移動者が約 2％である。

(イ)男性と女性を比較するとほぼ同じ割合となっている。

(ウ)町内でも字矢坂は町内からの移動比率が高い。実数では、字藤琴が多い。

表 5年前の常住地からの移動状況（資料：令和 2年国勢調査小地域別集計）
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（３） 就労や婚姻に関する動向

Ø 産業別就業人口

・平成 12年に対し、サービス業が増加している。農業、建設業・製造業の減少率が高い。

・平成 12年から就業者数が減少しているが、男女別では男性就業者の減少率が高い。

・平成 27 年のサービス業の中では医療・福祉業が 42％、次いで宿泊・飲食サービス業が 18％

を占める。

図 就業構造の推移（資料：国勢調査）

表 産業別就業者数の推移（資料：国勢調査、単位：人）
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図 男女別就業者数の推移（資料：国勢調査） 図 Ｈ27 サービス業の内訳（資料：国勢調査）
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Ø 婚姻率

・有配偶率は徐々に低下し、2020（令和 2）年には 56.8％となっている。

・未婚率及び死別・離別率は、わずかに上昇している。

・男性の未婚率が 2020（令和 2年）に約 30％と徐々に高くなっており、女性は死別・離別率が

30％台前半でほぼ横ばいで推移している。

図 婚姻率の推移（総数・男女別、資料：国勢調査）

表 婚姻率の推移（総数・男女別、資料：国勢調査）
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Ø 通勤・通学流動

・自宅での従業が約 13％、町内自宅外での従業が 42％、他町での従業が約 40％である。

・町内への通学者数に対し、町外への通学者数が約 5倍となっている。

表 通勤・通学流動(資料：令和 2年国勢調査)
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1-2 現状推移時の将来人口

（１）将来人口推計（町全体）

①総人口の推計（再掲）

藤里町においては、１章に示したように、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、

1990（平成 2）年の 5,291 人に対して、2050(令和 32)年に 1,064 人まで減少すると推計されてい

る。

図 総人口の推移と社人研による推計

（資料：国勢調査、2030年以降社人研による推計値）

表 総人口の推移と社人研による推計

（資料：国勢調査、2030年以降社人研による推計値 単位：人）

*2025（令和 7）年の数値は住民基本台帳（4月 1 日）による
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②年齢 3区分別人口の推計（再掲）
・生産年齢人口は 1990（平成 2）年から減少が続いている。2020（令和 2）年には老年人口を下回

り、2050（令和 32）年には平成 2年の約 10％になると推計される。

・年少人口も 1990（平成 2）年から減少が続いている。2015（平成 27）年には 300 人を下回り、

2050（令和 32）年には 1990（平成 2）年の約 5％になると推計される。

・老年人口は 2005（平成 17）年にピークを迎えた後、減少している。

図 年齢３区分別人口の推移と社人研による推計

（資料：国勢調査、2025年以降社人研による推計）

表 年齢 3区分別人口の推移と社人研による推計
（資料：国勢調査、2030年以降社人研による推計 単位:人）
*2025（令和 7）年の数値は住民基本台帳（4月 1 日）による
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２．人口の将来展望

2-1 現状分析と課題整理

（１）人口減少の特徴と要因分析

①自然増減と社会増減の影響

自然減と社会減が重なって町の人口減少が進んでいる。なお、自然減に加え社会減の影響も大きく、

自然減の緩和に加え、社会減対策・社会増対策を重視していく必要があることが分かる。

図 自然増減と社会増減の推移と影響
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②年齢 5歳階級別人口の移動状況
ⅰ）ライフステージ別の減少率

就職時に人口が 5～7割ほど流出している。ただし、出生年度によってばらつきがある。

表 藤里町ライフステージ別人口推移（国勢調査、社人研による推計、単位：人）

表 ライフステージ別人口：出生からの累積減少数（国勢調査、社人研による推計、単位：人）

藤里町ライフステージ別人口：前世代からの累積減少率（国勢調査、社人研による推計）
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ⅱ）人口構成の変化

2000（平成 12）年から 2020（令和 2）年の人口ピラミッドの変化を見ると少子高齢化が
一層進んでいることがわかる。特に女性は後期高齢者が増加していることと 50歳未満の年
代が減少していることが特徴的である。
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ⅲ）高校進学時・卒業時の流出

○高校進学時（「10〜14 歳人口」から５年後の「15〜19 歳人口」への移動：表中赤→）の

流出率は、昭和 60年頃に 20％を超えていたが、平成に入ってから 10％台に減少している。

その後、増加に転じている。

・昭和 60 年 358 人→平成 2年 276 人：23％流出

・平成 2年 341 人→平成 7年 301 人：12％流出

・平成 7年 251 人→平成 12 年 219 人：13％流出

・平成 12 年 207 人→平成 17 年 187 人：10％流出

・平成 17 年 160 人→平成 22 年 126 人：21％流出

・平成 22 年 134 人→平成 27 年 109 人：19％流出

・平成 27 年 108 人→令和 2年 71 人：34％流出

○高校卒業時（「15〜19 歳人口」から 5年後の「20〜24 歳人口」への移動：表中青→）の流

出率は、高校進学時より大きく、約 3割を超えている。特に、平成 27 年（109 人）から令和

2年（41人）にかけて約 62％の流出率となり、高校を卒業する者の 2/3 が流出している。

・昭和 60 年 314 人→平成２年 180 人：43％流出

・平成２年 276 人→平成７年 197 人：29％流出

・平成７年 301 人→平成 12 年 193 人：36％流出

・平成 12 年 219 人→平成 17 年 152 人：31％流出

・平成 17 年 187 人→平成 22 年 99 人：47％流出

・平成 22 年 126 人→平成 27 年 60 人：52％流出

・平成 27 年 109 人→令和 2年 41 人：62％流出

表 高校進学時と卒業時の流出（資料：国勢調査 単位：人）
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ⅳ）子供を産める世代の減少

1985（昭和 60）年の 0〜4 歳人口（245 人）から 35 年後の 2020（令和 2）年の 30〜34 歳

人口（93人）への移動をみると約 62％の減少となっており、子供の産める世代が大幅に減少

している。

また、30〜34 歳台の人口を追っていくと、2000（平成 12）年に増加しているが、その後は

著しい減少傾向が続いている。

表 子供を産める世代の減少（資料：国勢調査 単位：人）

ⅴ）出生率の減少・子供の減少

出生率の目安として、30〜34 歳人口に対する 0〜4歳人口を見ると、1985（昭和 60）年～

1995（平成 7）年までは約 7～8割前後だったが、それ以降 7割未満に低下している。子供の数

自体も 1985（昭和 60）年の 245 人から令和 2年にかけ、45 人と約 82％減少している。

・昭和 60 年の人口比 245 人/334 人：73％

・平成２年の人口比 213 人/276 人：77％

・平成７年の人口比 163 人/198 人：82％

・平成 12 年の人口比 143 人/215 人：67％

・平成 17 年の人口比 115 人/170 人：68％

・平成 22 年の人口比 92 人/147 人：63％

・平成 27 年の人口比 72 人/116 人：62％

・令和 2年の人口比 45 人/93 人：48％

表 出生率の減少・結果としての子供の減少（資料：国勢調査 単位：人）

ⅵ）Ｕターンなどの状況
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20 歳台前半→20歳台後半の人口移動、20 歳台後半→30 歳代前半の移動をみるとＵター

ンなどで増加したと考えられるパターンは限られている。一方、30 歳台前半→30 歳台後

半の移動をみると、Ｕターンなどで増加したと考えられるパターンが約半分ある。今後、

30 歳台前半をＵターンの促ターゲットとする政策が考えられる。

＜20 歳台前半→20 歳台後半＞

・昭和 60 年 210 人→平成 2年 204 人：6人減少

・平成 2年 180 人→平成 7年 209 人：29 人増加

・平成 7年 197 人→平成 12 年 181 人：16 人減少

・平成 12 年 193 人→平成 17 年 165 人：28 人減少

・平成 17 年 152 人→平成 22 年 128 人：24 人減少

・平成 22 年 99 人→平成 27 年 87 人：12 人減少

・平成 27 年 60 人→令和 2年 57 人：3人減少

＜20 歳台後半→30 歳台前半＞

・昭和 60 年 288 人→平成 2年 276 人：12 人減少

・平成 2年 204 人→平成 7年 198 人：6人減少

・平成 7年 209 人→平成 12 年 215 人：6人増加

・平成 12 年 181 人→平成 17 年 170 人：11 人減少

・平成 17 年 165 人→平成 22 年 147 人：18 人減少

・平成 22 年 128 人→平成 27 年 116 人：12 人減少

・平成 27 年 87 人→令和 2年 93 人：6人増加

＜30 歳台前半→30 歳台後半＞

・昭和 60 年 334 人→平成 2年 360 人：26 人増加

・平成 2年 276 人→平成 7年 268 人：8人減少

・平成 7年 198 人→平成 12 年 192 人：6人減少

・平成 12 年 215 人→平成 17 年 209 人：6人減少

・平成 17 年 170 人→平成 22 年 177 人：7人増加

・平成 22 年 147 人→平成 27 年 144 人：3人減少

・平成 27 年 116 人→令和 2年 126 人：10 人増加

表 Uターンの状況（資料：国勢調査 単位：人）
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（２）人口減少がもたらす影響と課題

①人口減少の影響

人口減少は、藤里町にさまざまな影響をもたらすことが懸念される。

●小売店など民間利便施設への影響

人口が減少する地域では、地域内の消費市場が縮小し、特に人口が散在している地域において

は、商店、公共交通等の日常生活に不可欠なサービスの提供・確保が困難になってくる。

●地域の産業における人財不足

地域の若い世代の減少は、商工業の従事者や、農林水産業の担い手などの不足を生じさせ、地

域産業や地域経済の縮小につながっていく。

保健・福祉サービスに必要な従事者の確保も困難になることから、高齢者への医療・介護サー

ビスや、子育て世代への保育サービスへの支障を生じさせることになる。

●地域コミュニティにおける人財不足

人口減少と高齢化が進むことにより、地域コミュニティにおける日常的な見守り活動をはじ

め、自治会や消防団などの地域活動や、地域文化の伝承に影響を及ぼす。

●学校教育への影響

人口減少とともに、児童・生徒数が減少する。2017（平成 29）年から出生数が 10人以下で推移
しており、さらに減少した場合には複式学級とせざるを得ない可能性が出てくる。また、クラブ活

動などにおいても、団体競技種目のチーム編成が困難になり、児童が希望する種目の活動ができな

くなる懸念がある。

●公共施設の維持管理・更新等への影響

町としては、人口が減少しても、道路・上下水道等のインフラの維持・整備をはじめ、一定の

行政サービス水準を維持していく必要がある。そのために必要な財源をいかにして確保していく

かが大きな課題となる。公共施設マネジメントに加え財政マネジメントが重要である。

●社会保障等の財政需要の増加、税収等の減少による町の財政状況への影響

人口減少に伴う自主財源の減少による財源不足と社会保障等の義務的経費の増加により町財政

への影響は大きくなり、現在の社会生活におけるサービス提供の維持が困難な状況も予想される。

また、人口減少に伴う社会生活におけるサービスの低下は、さらなる人口流出を引き起こすとい

う悪循環に陥る恐れがある。

一方、国全体の財政が悪化する中で、こうした問題に国としてどう対処していくかが課題とな

る。
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②課題

社人研の新人口推計によれば、2041（令和 23）年には藤里町の人口が 1,500 人を下回る。

＜人口減少の特徴＞

・高校卒業時（多くは就職時）に町外に出る。

・子育て世代が、町に少し戻る傾向がみられる。

＊若い世代では、近隣に働く場所があり住居が確保されれば移り住む傾向がみられる。

・転出も多いが、転入もある。

・自然減（死亡）が多く、自然増（出産）は漸減

＜総合戦略に向けての課題＞

・超高齢化の事実を受け止め、無理なく生涯現役で働くスタイルに転換する。

・ボリュームのある団塊の世代が 75 歳以上となり、一定時期において自然減が急激に加速する

可能性がある一方、自然増が 10人未満であることによる自然増減の差が最大の課題であるこ

とから、藤里町に帰ってきて子供を産み育ててもらう環境を整える。そのためには、子供を産

み育てる 20〜39 歳台の人を最優先で増やす積極的な Uターン施策、Iターン施策に引き続き

取り組むことに加え、新たな施策を講じていく。

※子育てに障害になること（たとえば多雪、通学までの距離…）を克服する。

※高校入学時、高校卒業時にいったん町外に出ても 5年後には戻ってくることができる環境

をつくる。

・町外への転出を少しでも減らすため、町内の雇用の受け皿をつくるとともに町から通勤可能な

地域への受け皿をつくる。

・子育て世代の多様な働き方を支援する取組を行う。
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2-2 人口の将来展望

（１）施策実施時の人口推計

①基本的な考え方（前提条件）

将来人口の目標設定にあたり、国立社会保障・人口問題研究所推計によるコーホート要因法を用い

て、各仮定値を設定し目標を設定した。

●自然増減（出生―死亡）

▶出生に対する仮定（出生数）

出生数年間 15 人を目標とする。

合計特殊出生率（１人の女性が一生に産む子供の平均数）を、現在の 1.38 人から 2.07 人に引き

上げる。国の長期ビジョンで目標とした 2.07 人と同様とする。

なお、試算では 5年後の 2030 年に 1.8 人、15 年後の 2040 年以降は 2.07 人に引き上がるものと

仮定した。

▶死亡に対する仮定（生存率）

国立社会保障・人口問題研究所が推計した将来の生存率を採用した。

●社会増減（転入―転出）

全国的な人口減少の中で、今後の人口増を展望することは困難としても、社会減をできるだけ緩和

する一方、転入を伸ばすことを目指して、地域人口の安定化に向けた将来人口の目標を以下の仮定値

を用いる。

▶転入に対する仮定

最近の動向を踏まえ 20代から 30代の若い世代、定年退職者のＵ・Ｉターンを想定し、コーホート

変化率法のほか転入人口の予測を行う。

▶転出に対する仮定

高校卒業時の就職に際しての流出、結婚適齢期の減少が男性 30％、女性 36％と目立っており、地

元(広域圏)での雇用等促進施策により、現状の 3割減まで改善するものと仮定する。
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（２）目指すべき将来人口

目標人口を以下のとおりとする。

令和22（2040）年：2,000 人

令和32（2050）年：1,650 人

以上を藤里町の目標人口とする。

*2015 年以前の数値は国勢調査、2020 年の数値は住民基本台帳（4月 1日）による

令和 22 年

（2040 年）

令和 32 年

（2050 年）
内 訳

2,000 人

（目標）

1,650 人

（目標）

2040 年：高齢化率 48.7％、子ども人口 80 人

2050 年：高齢化率 44.0％、子ども人口 62 人

年間の移住（Ｕ・Ｉターン）＝6人/年
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（３）必要な施策の方向性

①社会増に向けた取り組み

目標達成に向けて、社会減を移住施策の実施、並びに若者の地元定着（転出抑制）施策の効果

的達成を図ることが必要である。

そのため、能代山本地域広域圏との連携を図りながら、高卒者の地元就職や短大・専門学校・

大学卒業後のＵターンを促進すると共に、Ｉターン者の受入れの取り組みを進める。特に

若い世代の移住施策（仕事・住まい・子育て環境）に取り組む。

②年間出生数の増加に向けた取り組み

若者の出会い・結婚に関する支援から、妊娠・出産期を経て、子育てに至るまでのトータルな

支援のさらなる充実を目指すことで、年間出生数の向上を目指す。

③持続可能な地域づくり

目標を達成したとしても、本町の人口は、2040 年には現状の 74％、2050 年に現状の 61％にな

ると推計されるため、地域コミュニティの機能低下や地域活力の低下が懸念される。そのため、

人口減少社会において必要な住民サービスを確保する仕組みづくりが必要である。
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第 2章 総合戦略
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１．基本的な考え方

1-1 戦略策定の趣旨

我が国の人口は 2008（平成 20）年より減少に転じており、特に地方においては若者の首都圏への流
出や、未婚・晩婚・晩産化による出生数の減少等により人口減少の進行が著しく、経済規模の縮小や地

域活力の低下にとどまらず、地域社会の存続そのものが懸念されている。

国は、この流れを食い止め、将来にわたって活力ある社会を維持するため、2014（平成 26）年に「ま
ち・ひと・しごと創生法」を制定し、2期 10年にわたり、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を展開
している。

藤里町においても、2016（平成 28）年 1月に「まち・ひと・しごと創生藤里町総合戦略」（以下「第
1期総合戦略」という。）を策定し、2021（令和 3）年には「第 2期総合戦略」を策定して、まちの活
性化策に取り組んできた。

子育て環境の充実や移住支援等の取組については成果が見られつつあるものの、依然として人口減少

に歯止めがかかっていない状況にあるほか、少子化がさらに進み、自然減の増加も続くなど厳しい状況

にある。

人口減少の抑制や持続可能な地域を実現するため、これに資する各種施策を切れ目なく推進すること

が必要であることから、引き続き、人口減少を克服し、将来にわたって成長力を確保し、「活力ある日

本社会を維持する」とした国の総合戦略を踏まえ、「第 3期まち・ひと・しごと創生藤里町総合戦略（以
下「第 3期総合戦略」という。）を策定する。

1-2 戦略の位置づけ

町政発展の基本的な方向を示す「藤里町まちづくり計画～持続可能な町・ふじさと～」（2025（令和
7）年 6月策定）を上位計画とし、また、国並びに秋田県のまち・ひと・しごと創生戦略との整合も図
りながら、人口減少や少子化、また、これらに関連する対策等に特化した施策を体系づけ、それぞれの

取組の方向性を示すもの。

1-3 計画期間

第 3期総合戦略の推進期間は、2025（令和 7）年度から令和 2029（令和 11）年度までの 5年間とす
る。
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２．町の人口動向と目指すべき方向

2-1 人口動向

本町の人口は加速度を増しながら減少を続けており、1990（平成 2）年に 5,291人だった人口が、
2015（平成 27）年には 3,359人となり、25年の間に約 6割に減少している。2024（令和 5）年 4月に
社人研が示した新人口推計では、減少率が幾分緩やかになったものの、今後も現在の人口減少が続いた

場合、さらに人口減少が加速し、2030（令和 12）年には 2,141人、2040（令和 22）年には 1,541人、
2050（令和 32）年には 1,064人にまで減少する予想となっている。
人口減少の要因としては、自然減と社会減の 2つの側面があり、自然減については、死亡数は年間で

70人前後と概ね横ばいで推移しているものの、近年では出生数が 10人未満と低調なことから、自然減
が大きくなる傾向となっている。社会減については、その年によって変動があるものの、転出が転入を

上回っていることから社会減も続いている状況となっている。

図 総人口の推移と社人研による推計

資料：国勢調査、2030年以降社人研による新たな人口推計値
*2025（令和 7）年の数値は住民基本台帳（4月 1 日）による
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2-2 目指すべき方向

人口減少問題への対応の目指すべき方向として以下の３つに整理し、取組の基礎とします。

①社会増に向けた取組（生産人口の回復）

人口目標の達成に向けて、移住施策の実施並びに若者の地元定着（転出抑制）施策の効果的達成を図

ることが必要です。

引き続き、若い世代の定着を促す施策への取組の推進や能代山本地域広域圏との連携を図りながら、

高卒者の地元就職や短大・専門学校・大学卒業後のＵターンを促進すると共に、Ｉターン者やＵターン

者の受入れの取り組みを進めます。

②自然減の抑制に向けた取組（年少人口の回復）

若者の出会い・結婚に関する支援から、妊娠・出産期を経て、子どもが就職し独り立ちするまでの子

育て期間全体に渡るトータルな支援のさらなる充実を目指すことで、年少人口の向上を目指します。

③持続可能な地域づくり

目標を達成したとしても、本町の人口は、2040（令和 22）年に現状の約５割、2050（令和 32）年に
現状の約 2割になると推計されるため、地域コミュニティの機能低下や地域活力の低下が懸念されます。
そのため、人口減少社会において必要な住民サービスを確保する仕組みづくりに取り組みます。

＞＞ 将来目標 ＜＜

図 目指す将来の人口

令和 22 年（2040 年） 令和 32 年（2050 年） 内 訳

2,000 人 1,650 人

2040 年：高齢化率 48.7％、子ども人口 80人

2050 年：高齢化率 44.0％、子ども人口 62人

年間の移住（Ｕ・Ｉターン）＝6人/年
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３．基本的視点と基本目標

3-1 基本的視点

第 3期総合戦略は、国と同様にこれまでの継続を力にすべく、人口ビジョンと第 1期総合戦略及び第
2期総合戦略の構成を引き継いだ長期的視点に立ち、それぞれの戦略の基本目標を設定し、その目標の
達成に向けて推進する施策や事業を展開する。

また、各種アンケート調査結果や検証委員会における検証結果を踏まえた施策のブラッシュアップや

新たな施策にも取り組んでいく。

3-2 基本目標

国・県の方向性やこれまでの取組を踏まえ、4つの基本目標と 2つの横断的な目標に向けた取り組み
を進めていく。

【基本目標１】藤里町に住み、働く若者を増やす

昭和 30年代以降、継続して若者が就職に際して町外に流出し続けてきた結果、担い手不足により町
の産業も衰退していき、町内で働こうと意欲を持つものが減り、さらに人口が流出するという悪循環に

陥っている。

この悪循環を断ち切り、人口安定化の第 1手として、町の基幹産業である農林業を軸として幅広く町
内産業が結びつき稼げる仕事づくりと、地元就労の促進、魅力ある職場づくりを実現することが必要で

ある。

また藤里町には大きな企業や事業所がないことから、藤里町に暮らしながら「しごと」の希望をかな

えるためには、企業誘致に取り組むとともに、近隣市町村企業との連携を図り雇用の場の促進を図らな

ければならない。

併せて、小規模の小売店や飲食店等の起業等を支援するほか、若者、女性、高齢者、障がいのある人

など、多様な人材が活躍できる「しごと」の場の創出を図っていく。

【基本目標２】移住者を増やす

将来的に人口の減少を食い止め、安定的に維持するためには外からの移住による人口増が不可欠な状

況となっている。移住の方法としては、Ｕターン（出身者が戻ってくる）、Ｉターン（出身者でない人

に移住してもらう）、孫ターン（出身者の子どもが戻ってくる）のほかに、今後は、主な生活拠点とは

別の地域にも生活拠点を持つ暮らし方である二地域居住を推進するなど、「移住」に固執せずに、新た

な時代の流れを力にするための取り組みも推進していく必要がある。

そのためには、世界自然遺産「白神山地」に代表される、豊かな自然と美しい景観をはじめとして、

地方特有の温かい人間関係とコミュニティや、ゆとりある生活と時間の流れを感じながら生活が営める

点など、「良質な田舎」をアピールしながら、教育施策の実施や環境整備のほか、奨学金の拡充や給付

型奨学金の設立など、子育て世代に選ばれる魅力ある取組みを行う必要がある。

【基本目標３】出生数を増やす

2017（平成 29）年度以降、出生数は一桁で推移しており、児童数が少なくなっている現状では、子ど
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もが取り組みたい活動が制限されるほか、学校行事の実施が難しくなることや、多様な意見が出にくく

なることに加え、人間関係が固定化されやすくなるなどの問題点がある。

ある程度移住が増えたとしても、藤里に住む人が子供を産み、育てていくことがなければ、安定的な

維持は難しく、これから移住してくる人にとっても、一定程度以上の児童数がいることが好ましいのは

当然である。

不安なく子育てができる環境を整え、子どもを産み育てたくなるまちづくりを進めていくため、子育

ての段階に応じた経済的な負担を解消し、子どもを産み育てたくなるような環境を整えるとともに、家

庭や地域を取り巻く環境の変化や時代の変化に対応した子育て世代のワーク・ライフ・バランスを実現

させながら、まち全体で子育てを応援し、地域で安心して子育てできる総合的な支援体制の充実を図っ

ていく。

【基本目標４】藤里に住み続けたい人を増やす

上記基本目標１～３の実現のためにも、その基礎として、藤里に住んでいる人がいつまでも健康で、

安心して暮らし続けられる環境をつくるとともに、地域の活力を高め、住民相互の助け合いや住民同士

のつながりを高める取り組みを促進することが必要である。

リモートワーク環境の整備や地域資源を活かした起業支援のほか、副業・兼業のマッチング支援など、

若者の流出防止を図るための施策の展開を図るほか、遠隔診療の導入や隣接市にある中核医療機関への

通院などの公共交通体系の確立など、安心して医療が受けられるための対策を講じる必要がある。

【参考】

■国の基本目標

①稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする

②地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる

④ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる

横断的な目標 ①多様な人材の活躍を推進する

横断的な目標 ②新しい時代の流れを力にする

■秋田県の基本目標

①産業振興による仕事づくり

②新しい人の流れづくり

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる社会づくり

④新たな時代に対応した地域づくり・人づくり
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3-3 戦略の体系 ～具体的な戦略～

基本目標を実現するために講ずべき施策の方向性として、14の基本方針とそれぞれの具体的な戦略（重
点プロジェクト 29事業、通常プロジェクト 9事業）を定めます。
分

野
基本方針 具体的な戦略（●重点プロジェクト）

仕

事

地域資源を生かした産業と

商品化による仕事づくり
①

●創業・新業務等へのチャレンジ助成 【継】

○企業との連携による特産品の開発 【継】

1
2

里山農林業の再生による

後継者の育成
②

○未利用材の活用と地域経済循環の促進～木の駅ふじさと～ 【継】

○農林業及び観光業の担い手の拡大と育成 【継】

3
4

若者の地元就労の促進 ③

○小中学生の企業体験機会の創出（キャリア教育、販売体験） 【継】

●既存企業等の維持・拡大 【継】

○企業誘致活動の推進 【継】

5
6
7

人財の発掘と

働きたくなる環境づくり
④

○就業機会の拡大に資する資格取得の支援 【継】

●誰もが活躍できる働く場づくり（若者・女性・障がいのある人等） 【統合・継】

8
9

移

住

里山風景の保全と

藤里の魅力向上
⑤ ○世界自然遺産白神山地の理解促進プロジェクトの推進 【統合・継】 10

情報発信の強化と

にぎやかな交流
⑥

●交流人口・関係人口の創出と拡大 【継】

○情報発信の充実 【継】

11
12

移住者にやさしいまちづくり ⑦
●移住相談の充実と移住者向け住宅の整備（空き家バンク等） 【継】

○移住・定住支援事業の充実 【継】

13
14

地元愛の醸成 ⑧
○藤里暮らしの掘り起こしと提案（ふじさと Re デザイン） 【継】

○ふるさと教育の推進 【継】

15
16

子

育

て

子育てのトータル支援

の実現
⑨

●他地域との交流と町の魅力を生かした教育環境の促進【継】

○保育士の労務環境改善による担い手の安定的確保 【継】

○子育てを楽しめる環境づくりの推進 【継】

17
18
19

子育てに係る

経済的負担の軽減
⑩ ○子育て支援事業の充実 【統合・継】 20

「家族になろう」を

応援する
⑪

●子育て住宅整備事業の充実 【継】

○結婚サポート事業の推進 【継】

21
22

地

域

医療・福祉の安心の確保と

健康長寿のまちづくり
⑫ ●健康寿命と地域共生社会の実現に向けた取組の推進 【継】 23

暮らしの品質を保証する ⑬

○地域公共交通の計画的な充実（網形成計画の実施と駒わりくんの運行） 【継】

○日本一の除雪体制の維持と充実 【継】

○能代山本定住自立圏構想事業の推進 【継】

○防災・減災・消防力の強化 【継】

24
25
26
27

地域力を高める ⑭
●地域コミュニティの維持と推進 【統合・継】

○郷土の歴史・文化の保存と学びの場の創出 【継】

28
29
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４．具体的施策と評価指標

基本目標１ 藤里に住み、働く若者を増やす 【若者の町内定住率＝80%】

地域資源を活用した産業振興としごとをつくる

①地域資源を生かした産業と商品化による仕事づくり

藤里町の生業の強みは、優れた自然環境を生かすことにあります。しかし、現時点では優れた自然環

境を十分に生かした生業を行えている企業は多くはありません。また、消費地までの距離の遠さや雪な

どの自然環境など条件不利な面も多く、地域間競争には弱みもあります。町内企業、町外企業と連携し

た雇用の場の創出や新規事業にトライできる取り組みを進めるとともに自然環境を生かした産業を創

出していき、弱みを強みに変える仕掛けを講じます。

■具体的施策の概要

■数値目標

講ずべき施策の

基本方針

①地域資源を生かした産業と商品化による仕事づくり

②里山農林業の再生による後継者の育成

③若者の地元就労の促進

④人財の発掘と働きたくなる環境づくり

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

1 ○創業・新業務へのチャレンジ助成【継】 商工観光課

2 ○企業との連携による特産品の開発【継】
農林課

商工観光課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

新商品の開発品数 16 品 32 品

チャレンジ助成活用件数（年間） 0 件 3 件
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②里山農林業の再生による後継者の育成

藤里町には９割を占める豊かな森林資源があります。しかし、森林事業所の廃止や林家の後継者不

足などにより今後の山の保全が懸念されています。また、農業についても、後継者の不足とともに遊休

農地の拡大が深刻化しております。そのため、森林保全と林家・農家の後継者を育成し将来の山や田・

畑の保全と農林業の魅力や競争を強化し、多様な担い手の確保・育成と町内所得の向上につながる取り

組みを進めます。また、世界自然遺産白神山地や里山などの豊かな地域資源を活用した産業振興と仕事

づくりにも取り組むとともに生産性や付加価値の向上を図り、藤里の自然環境の魅力に惹かれたＵ・Ｉ

ターンの移住者促進や、半農半 Xなどの多様な働き方の可能性を広げ、安定した人財の確保と所得向上
を図ります。

■具体的施策の概要

■数値目標

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

3 ○未利用材の活用と地域経済循環の促進～木の駅ふじさと～【継】
農林課

商工観光課

4 ○農林業及び観光業の担い手の拡大と育成【継】
農林課

商工観光課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

新事業の展開に向けて未利用材出荷会員数 20人 23人
新規就業者（農業・林業） 4人 5人
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③若者の地元就労の促進

藤里町の地域資源を活用した産業の活性化においては、活性化を実現するための原動力として、「藤

里で働きたい」と感じる人づくりが最も重要です。そのためには、子どもの頃から藤里の生業に触れる

機会をつくり、「藤里で働きたい」と感じる基礎づくりに取り組みます。また、大人も藤里の子どもに

教えることで、藤里の生業の魅力を再発見する機会として活かしていきます。

高校を卒業し、就職する時の人口の減少に歯止めをかけるために、町内企業及び通勤可能な近隣市町

村の企業と連携しながら情報を発信し、藤里町に住みながら働くことができる環境づくりに取り組みま

す。また、町内企業の事業維持・拡大と町外からの企業誘致にも取り組み働く場の確保に努めるほか、

リモートワークなどの働き方に対応できる環境整備や場所の提供を行っていきます。

■具体的施策の概要

■数値目標

＊国勢調査結果より算出

＊測定方法：現在（測定時）の25-29歳の人口とその層が10-14歳の時の人口を比較する

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

5 ○小中学生の企業体験機会の創出（キャリア教育、販売体験）【継】

教育委員会

商工観光課

総務課

6 ○既存企業等の維持・拡大【継】 商工観光課

7 ○企業誘致活動の推進【継】 総務課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

地元定着率* 31％ 60％

新設増設企業（事務所）数 ― 3事業所
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④人財の発掘と働きたくなる環境づくり

「町内に仕事がない」という声の一方で、町内企業の人財不足は深刻化しつつあります。しかし、農

林業は季節に応じた多種多様な労働によって組み立てられていることから、人財が必要となる期間に大

きな変動があります。また、商業系の労働においても、繁忙で特に人が必要となる時期やデジタル化に

よる機器の操作など業務によっては対応できる人財がいないことから事業を縮小せざるを得ない事態

も生じています。一方、働き手においては技術や経験があっても、子育てや介護、高齢、障がいがある

など、フルタイムでは働けない方もいます。このため、企業側と働く側の不足している面を補い、フル

タイムだけでなく個人個人の事情に応じた柔軟で多様な働き方ができる環境づくりに取り組みます。

■具体的施策の概要

■数値目標

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

8 ○就業機会の拡大に資する資格等取得の支援【継】 商工観光課

9
○誰もが活躍できる働く場づくり（若者・女性・高齢者・障がいのある人等

【継】

総務課

町民課

商工観光課

農林課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

新設増設企業（事務所）数 ― 3企業

チャレンジ助成事業活用件数（年間）（再掲） 0 件 3件

資格取得支援事業活用件数（年間） 6 件 8件
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基本目標２ 移住者を増やす 【年間の移住人数＝10.5人】

若者の町外流出抑制を図るとともに、関係人口の創出や若者の町内定着と回帰及び移住

者の増加を図る

⑤里山風景の保全と藤里の魅力向上

町民自身が藤里に魅力を感じることではじめて、外の人に実感を持って伝えることができます。この

ことから、町の人が藤里のことを学び知る機会の創出を図ります。

また、里山の豊かさを体験できるプログラムを構築し、担い手となる人財を育成するとともに世界遺

産白神山地の価値を学び、理解してもらう機会の創出を図ります。

■具体的施策の概要

■数値目標

講ずべき施策の

基本方針

⑤里山風景の保全と藤里の魅力向上

⑥情報発信の強化とにぎやかな交流

⑦移住者にやさしいまちづくり

⑧地元愛の醸成

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

10 ○世界自然遺産白神山地の理解促進プロジェクトの推進【継】 商工観光課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

里山体験プログラム数 17 個 18 個
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⑥情報発信の強化とにぎやかな交流

藤里の魅力は、自然の豊かさだけではなく、自然災害に強いということや田畑を所有している世帯も

多いことから食料自給率が高く、そして水道の水がおいしいこと、光ファイバー通信網が全町に整備さ

れていることなども藤里の魅力であり強みでもあります。

出身者を中心に、交流を深め、Ｕターンの促進に取り組むとともに、田舎暮らしを希望する首都圏等

の若者・家族に届くような発信に取り組み、藤里ファンをつくり、人の交流を深めることでＩターンに

つなげていきます。

さらに、個人のふるさと納税や企業版ふるさと納税への寄附をとおした藤里を応援したい人を増やし、

そこから「いつか訪れたい」、「また訪れたい」、「住んでみたい」となるよう、「交流から移住へ」

とつなげていきます。

■具体的施策の概要

■数値目標

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

11 ○交流人口・関係人口の創出と拡大【継】
商工観光課

総務課

12 ○情報発信の充実【継】
総務課

商工観光課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

観光客入込客数 134,435 人 150,000 人

ホームページアクセス数 46,784 件 50,000 件
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⑦移住者にやさしいまちづくり

移住したくなるまちになるために、藤里町の良さを生かしながら、町をリノベーションしていく取り

組みを多くの町民が関わる中で進めます。また、空き家の再生と空き家バンク制度の充実に取り組むと

ともに、若い世代向けの住環境の整備に努め定住促進につなげます。

また、観光からお試し移住までをつなぐワーケーション等に取り組み、藤里町の豊かな自然の中で、

場所を変えながら、仕事・自分・家族と向き合う場を創出し、観光・ワーケーション・お試し移住・

移住まで段階的に体験できる環境を整えるなど、移住までのハードルを下げる取り組みを行います。

■具体的施策の概要

■数値目標

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

13 ○移住相談の充実と移住者向け住宅の整備（空き家バンクほか）【継】 総務課

14 ○移住・定住支援事業の充実【継】 総務課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

空き家バンク登録棟数 19 棟 25 棟

空き家バンク利用数 12 件 20 件

移住相談件数（ねまるベース） 95 件 120 件
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⑧地元愛の醸成

藤里町で生まれ育った人だけでなく、結婚を機会に藤里町に住み始めた人も、白神山地など藤里町内

を意外と知らずに過ごしています。大人から子どもまでが町の魅力を知る機会の創出や町外に向けた藤

里の情報発信を行い町の魅力を再発見する取り組みを行います。また、藤里町の先人の暮らしの知恵や

郷土の歴史、文化、体験を後世に受け継ぐ取組を推進し、藤里町への愛着や誇りを醸成する取り組み進

めます。

また、人口減少による税収減や社会保障負担の増大が見込まれるなか、町民が集い、いきがい創出の

場となる公共施設の更新・修繕費用の確保が難しくなっていることから、適切に管理していく仕組みを

作り上げます。

■具体的施策の概要

■数値目標

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

15 ○藤里暮らしの掘り起こしと提案（Reデザイン）【継】
Ø 「かもや堂」を通じた人と場の再生

Ø 公共施設マネジメントによる計画的な適切管理

総務課

16 ○ふるさと教育の推進【継】 教育委員会

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R6）

藤里愛着度指数 66％ 80％
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基本目標３ 出生数を増やす 【出生数（年間）＝15人】【婚姻数（年間）10 組】

子どもを産み育てやすい環境をつくるとともに子育てしやすく

働きやすい環境づくりを推進する

⑨子育てのトータル支援の実現

安心して子どもを預けられる保育園や幼稚園という視点から必要保育士数を算定し、余裕をもって保

育できる環境の構築に努めます。また、幼保一体型の認定こども園の建設を進めるなど、トータル支援

による子育てをしやすいまちづくりを進めます。

子育て世代にとって子どもの教育環境は住む場所を選択する際の重要な要素であることから、ふるさ

と教育や外国語教育の推進、町内の食材をふんだんに取り入れた学校給食など、町の特色を生かした教

育環境の充実を図ります。

■具体的施策の概要

■数値目標

講ずべき施策の

基本方針

⑨子育てのトータル支援の実現

⑩子育てに係る経済的負担の軽減

⑪「家族になろう」を応援する

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

17 ○他地域との交流と町の魅力を生かした教育環境の促進【継】 教育委員会

18 ○保育士の労務環境改善による担い手の安定的確保【継】 教育委員会

19 ○子育てを楽しめる環境づくりの推進【継】 教育委員会

町民課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

保育士充足割合 100％ 100%

英語検定３級以上の英語力を有する中学３年生の割合 ― 80％

子育て世代包括支援センターの認知度 ― 80％
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⑩子育てに係る経済的負担の軽減

出生率を高めるためには、子育てに係る経済的な負担を少しでも軽くする取り組みが不可欠です。出

産や未就学児段階での支援を充実させるとともに、高校生等の支援にも取り組み、出生から高校卒業ま

で切れ目なく町で安心して子育てできる環境の充実に取り組みます。

■具体的施策の概要

■数値目標

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

20 ○子育て支援事業の充実【統合・継】
町民課

教育委員会

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

町の奨学金返還助成の利用者数 2人 延べ 25 人
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⑪ 「家族になろう」を応援する

未婚の問題は深刻であり、自然増を実現するためには、結婚を促進する取り組みも重要です。結婚活

動を経済的にも支援する取り組みを行うとともに、新生活を応援する取り組みや子育てしやすい住環境

の整備に取り組みます。

■具体的施策の概要

■数値目標

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

21 ○子育て住宅整備事業の充実＜再掲＞【継】 生活環境課

22 ○結婚サポート事業の推進【継】 総務課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

子育て（移住者向け含む）住宅整備世帯数 14 世帯 14世帯

藤里町新婚生活支援事業の利用者数（組） ※5 ヶ年累計 4人（組） 12 人（組）



45

基本目標４ 藤里に住み続けたい人を増やす 【住み続けたい町民割合＝80%】

地域づくり活動を応援し、誰もが活躍でき安心で安全に生活できる地域づくりを進める

⑫医療・福祉の安心の確保と健康長寿のまちづくり

町民の身近な医療機関である町内診療所の維持に努めるとともに、健康寿命を目指した取り組みを行

い、いつまでも元気で生涯現役で活躍する町民がたくさんいるまちづくりを進めます。

また、２４時間体制の安心安全支援事業など、町内の福祉施設や事業所と連携した取組を続けるとと

もに、相互に支え合う「地域共生社会」の実現を目指した、誰もがいつまでも心豊かに自分らしくいき

いきと暮らせるような環境づくりに努めます。

■具体的施策の概要

■数値目標

＊65歳以上の高齢者のうち、要支援・要介護認定を受けていない者

講ずべき施策の

基本方針

⑫医療・福祉の安心の確保と健康長寿のまちづくり

⑬暮らしの品質を保証する

⑭地域力を高める

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

23 ○健康寿命と地域共生社会の実現に向けた取組の推進【継】 町民課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

安心安全の支援事業（24 時間つながるサービス）の登録世

帯数
280 世帯 280 世帯

元気な高齢者の割合（＊） 77％ 80％
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⑬暮らしの品質を保証する

安心して町で暮らし続けるためには、「雪」と「外出」の問題を解消することが何よりも求められて

います。予約型乗合タクシー（駒わりくん）等の公共交通の整備を進めるとともに、安心して出掛けら

れる仕組みを整えます。また、高齢者のニーズにあった除雪（戸口除雪等）を進めるための除雪技能の

継承等に引き続き取り組みます。

さらに、災害から町民の生命・身体・財産を守るため、自主防災組織の育成を図るとともに、災害時

の防災無線による迅速な情報伝達と避難所の確保・維持など地域と一体となった防災体制の強化を進め

ます。

また、生活に必要な都市機能の一定の集積がある能代市と住民生活等において密接な関係を有する八

峰町、三種町、藤里町の 4市町が定住の受け皿として定住自立圏を形成し、互いに連携・協力すること
により住民の生活に必要な機能を確保して、圏域全体の活性化を図るとともに定住を促進します。

■具体的施策の概要

■数値目標

＊町民アンケート調査結果より、藤里町の「外出のしやすさ」に「満足している」と「やや満足している」の合計値

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

24 ○地域公共交通の計画的な充実（網形成計画の実施と駒わりくんの運行）【継】 総務課

25 ○日本一の除雪体制の維持と充実【継】 生活環境課

26 ○能代山本定住自立圏構想事業の推進【継】 総務課

27 ○防災・減災・消防力の強化【継】 生活環境課

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

町民の「外出のしやすさ」の満足度＊ 50％ 80%

デマンドタクシーの利用者数 2,040 人 2,200 人
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⑭ 地域力を高める

魅力あるまちづくりを進めるために基礎となる各地区のコミュニティ活動を応援し、町の活性化につ

なげます。

また、若者のつながりの希薄化を解消するために若者向けの活動支援等を行い、地区や集落を超えた

仲間づくりを促進します。

■具体的施策の概要

■数値目標

№ 具体的な戦略 （●重点プロジェクト／○通常プロジェクト） 担当

28 ○地域コミュニティ活動の維持・推進 【統合・継】
総務課

教育委員会

29 ○郷土の歴史・文化の保存と学びの場の創出【継】 教育委員会

数値目標
現状値

（R6）

重要業績評価指標

（R11）

町民サークル数 8団体 10団体
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５．戦略の推進

5-1 推進体制の構築

引き続き、町長を本部長とする「藤里町持続可能な町づくり戦略本部」が中心となり、関係機関等

と連携して施策を推進し、その効果を高めていきます。

5-2 進捗管理と検証

戦略の進捗管理にあたっては、ＰＤＣＡサイクルを構築し、実施状況の定量的な把握と数値目標の達

成状況を踏まえ、施策の効果を推進体制において定期的に検証し、検証結果に基づく戦略や事業の改善

実施を実現します。


